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科学技術
トピックス
膀幹細胞への逆行性
リプログラミング
幹細胞から特定の機能を持つ細
胞へと分化していくシステム（幹
細胞システム）においては、自己
複製能を持つ幹細胞がヒエラルキ
ーの頂点に存在し、前駆細胞を経
て、最終的に機能する細胞へと分
化する。このシステムにおける分
化は一方向に進行するものと、50
年におよぶ幹細胞研究において頑
なに信じられてきた。しかし、最
近、この常識を破る研究が報告さ
れた。この報告は、幹細胞学のみ
ではなく、再生医学においても大
きなインパクトを与えた。2002年
3月にCellオンライン版に掲載さ
れたMITのGeorge Q Daleyらの
論文では、造血幹細胞システムに
おいて、ある転写因子を一過性に
発現させることによって、造血前
駆細胞から造血幹細胞へと、すな
わち、分化細胞から未分化細胞へ
と、分化の方向を逆行させうるこ
とを示している。
試験管内実験において、マウス
胚性幹細胞（ES細胞）を造血前
駆細胞や血液細胞に分化誘導させ
ることができる。しかし、マウス
ES細胞から自己複製能のある造
血幹細胞の誘導は不可能であっ
た。Daleyらは、Cre-LoxPシステ
ム漓を巧妙に工夫し、かつテトラ
サイクリンによるコンディショナ
ル（任意的）遺伝子発現制御シス
テムを組み合わせた実験系を利用
し、マウスにHOXB4遺伝子（転
写因子の一種：造血幹細胞の自己
複製能に機能する）を導入し、造
血前駆細胞において強制発現させ
た。遺伝子操作をおこなった造血
前駆細胞を致死量の放射線を照射
したマウスに移植したところ、驚
くべきことに、造血システムは移
植された細胞によって長期間にわ
たり維持された。すなわち、
HOXB4は造血前駆細胞を造血幹
細胞へと逆行性に分化させる「リ
プログラミング」機能があること、
また、HOXB4を一過性に発現さ
せるだけで、この逆行性分化が可
能であることを示している。
ヒトES細胞においても、試験
管内において造血前駆細胞への分
化誘導が可能であることが報告さ
れており、同様の遺伝子改変をお
こなうことにより、ヒトES細胞
から造血幹細胞を産生することが
可能になるかもしれない。また、
インスリン分泌細胞など他の細胞
系列への分化誘導においても、コ
ンディショナル（任意的）遺伝子
発現システムの利用は非常に有用
な方法になることが期待できる。
（大阪大学微生物病研究所遺伝子
動態研究分野　仲野徹氏）
膂エピソード記憶に
せまる数学
人間は、行事があった日時、場
所を正確に記憶していなくとも、
そこでどのような人に会ってどの
ようなことがおきたかといったこ
とは、よく覚えているものである。
エピソード記憶とよばれるこの種
の記憶は、後に経験するさまざま
なノイズに影響されずに、残るも
のである。
エピソード記憶のメカニズムが
北海道大学大学院理学研究科の津
田一郎教授提唱のカントール・コ
ーディングという形で解明されよ
ライフサイエンス分野
以下は科学技術専門家ネットワークにおける専門調査
員の投稿（4月号は2002年3月9日より2002年4月5日
まで）を中心に「科学技術トピックス」としてまとめた
ものです。センターにおいて、関連する複数の投稿をま
とめ、また必要な情報を付加する等独自に編集するため、
原則として投稿者の氏名は掲載いたしません。ただし、
投稿をそのまま掲載する場合は、投稿者のご了解を得て、
記名により掲載しています。
用 語 説 明
漓Cre‐LoxPシステム
Cre‐LoxPシステムを用いることにより、染色体の特定の部位に遺伝子を
導入することができる。この方法を用いて、テトラサイクリンによる遺伝子発
現誘導システムを導入することにより、標的遺伝子の発現を時期特異的（コン
ディショナル（任意的））または組織特異的に調節することができる。
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うとしている（2000年のDynamic
Brain Forum（California）および
Pacific Rim Dynamical Systems
Conference等で口頭発表されてお
り、学術誌では、「Cantor Coding in
the Hippocampus」Japan J. Indust.
Appl. Math., 18（ 2001）， 249～
258などで論文発表されている）。
津田教授は、フラクタル漓の典
型例であるカントール集合滷とい
う数学上の概念に着目し、これを
元にした力学系で、アトラクター澆
のフラクタル次元がいわゆる位相
次元よりはるかに大きいものを作
り、そのアトラクターがノイズに
強いことを示した。エピソード記
憶に関する仮説はこれまであった
が、数理モデルはこれが初めての
ものである。
そして、ネズミ脳海馬にカント
ール集合的なものがあることを示
そうとする実験が、玉川大学工学
部の塚田稔教授により開始され、
肯定的なデータが得られている。
また、このアイデアを応用した、
安価で大容量な記憶素子をICチ
ップで実現することが、東京大学
大学院新領域創成科学研究科の合
原一幸教授らにより行われている。
数学は何も計算やシミュレーシ
ョンのためばかりでなく、このよ
うな本質的に新しいアイデアを供
給する。
我が国では数学分野と他の連携
が悪く、日本人が開発した、世界
でもトップクラスの数学が、なか
なか他分野にいかされていない。
その原因のひとつは一般理工系研
究者の数学力が低くなってきて数
学的道具を有効に使えないことに
ある。この対策のひとつとして、
多数の数学系のオーバードクター
（大学院重点化にもかかわらず数
学教官数を増やさなかったことに
より生じた）を、大学低学年の数
学教育の担い手として積極的に用
いるようにはできないであろうか。
（北海道大学大学院理学研究科数
学専攻　儀我美一氏）
膀「世間は狭い」
～P2Pネットワーク
の運用評価～
現在のコンピュータネットワー
クは基本的に情報を蓄積するサー
バとサーバから情報を受け取る端
末コンピュータ（サーバに対して
クライアントと呼ばれる）で構成
されるサーバ・クライアントモデ
ルである。これに対して端末同士
が対等に情報をやりとりするP2P
（ピア・ツー・ピア）ネットワー
クが最近注目されている。
アプリケーションレベルで新た
なネットワーク構築を狙った数々
のP2Pネットワーク技術がインタ
ーネットを中心に運用され1年以
上の歳月がたっている。その中で、
GnutellaやFreenetなどのPure形
P2Pネットワーク漓に関する運用
評価が、IEEE Internet Computing
1月・2月号に特集として記載さ
れている。
P2Pでのネットワークトポロジ
構築法は、どれもメッセージやコ
ンテンツにユニークIDを与え、
それらIDを論理的に結びつけた
ものとして考えることができる。
そのID情報を使ってPeerから
Peerへメッセージをリレーするこ
とで目指すファイルなどを探索・
発見するのだが、ユーザが送った
メッセージは、6～7段で目指す
ファイルにたどり着く。その際に
は中心となる（多数のPeerとつ
ながっている）Peerが少数いて、
そのおかげで6～7段階目で目的
のファイルにめぐり合えるという
情報通信分野
用 語 説 明
漓フラクタル
非整数の次元をもつ集合。どんなに微小な部分をとっても全体に相似してい
る（自己相似）ような図形はその一例である。〔数学辞典（岩波）、（第3版）、
項目304 長さ、面積、Ｋ　参照〕
滷カントール集合
線分を3等分し、中央の線分を取り除く。さらに残った線分をそれぞれ3等
分し中央の線分を取り除く。この操作を無限に繰り返して残った点の集合をカ
ントール集合と呼ぶ。〔数学辞典（岩波）、（第3版）、項目440 連結、Ｄ　参照〕
澆アトラクター
さまざまな定義がある。幾何学的な定義を述べる。どんな初期値から出発し
ても集合Ａとの距離がゼロに収束する性質をもつ集合Ａのうち最小のものをア
トラクターという。〔数学辞典（岩波）、（第3版）、項目424 力学系、Ｆ　参照〕
用 語 説 明
漓Pure形P2P
ネットワークに結合されているコンピュータ（Peer）同士が、対等の立場で
データを直接やりとりする方式をP2P（Peer to Peer）と呼ぶ。この中で、集
中管理的な機能を一切持たない方式をPure型P2Pと呼び、その代表的な例と
してGnutellaやFreenetがある。
滷small world phenomenon
“あるまったく知らない人に連絡するのに、知り合いを通して次々にたずね
ていくと、6～7段階目までにはその人にたどり着く”という現象。
科学技術動向　2002年4月号
8
のが、今回の報告である。
社会心理学でいう small world
phenomenon滷が、P2Pネットワ
ークにおいても成り立つというこ
とである。また、多くのPeerは
その近傍にある少数のPeerとの
み結合しており、広い範囲のPeer
と結合している少数のPeerがネ
ットワークの中心的役割を果たし
ていることもわかった（これを
Power law networkという）。
Pure型P2Pは大変ロバスト性
に優れているといわれていたが、
障害やPeerへの攻撃がランダム
な場合にはロバスト性が高いが、
特定のPeerをまとめて攻撃する
ようなよく計画された攻撃には大
変弱いということがこの報告であ
る程度証明されたことになる。な
お、このような実験・評価は米NSF
（National Science Foundation）の
予算の中で進められている。
とかくP2Pは、特に日本では違
法なファイル交換を実現する手段
として捉えがちである。しかし、
そこで提案されている技術は、今
後のインターネットの発展を左右
するものがいくつも含まれてい
る。例えば、P2Pネットワークは
アプリケーションレベルのネット
ワークを実現できる技術を目指し
ており、IP網の物理的な制約を最
小限に抑えた、Peerが中心となっ
た新たなネットワーク構築を提案
している。本特集を通して、運用
実績を積みながら新たな技術の検
討が驚く速さで米国で進められて
いることを改めて痛感させられる
ものがある。（NTT未来ねっと研
究所　小柳恵一氏）
膀自然と人間の共生回復
宣言がなされる
―第20回「日本環境会議」と
「アジア国際環境会議」から―
「21世紀の環境再生のために」
をテーマに、アジア国際環境会議
松江大会が3月29日に、第20回日
本環境会議松江大会が3月30、31
日の両日、NGOである日本環境
会議の主催により松江市で開催さ
れた。両会合には、韓国等からの
招待者を含む約700人が参加した。
アジア国際環境会議では、中国
の大学研究者による中国の環境問
題に関する発表に注目が集まっ
た。1件目は中国が直面している
環境問題と制度に関する発表で、
土地環境の衰退、水資源の悪化、
生物多様性の激減、大気汚染の悪
化、廃棄物による汚染、を大きな
問題として取り挙げた。特に、酸
性雨が国土面積の約1/3に被害を
もたらしていること、国土面積の
1/5が砂漠化し、かつ増加してい
ること等、深刻な現状が示された。
環境保護法によって措置を取りつ
つも、環境破壊を抑制できない中
国の法制度の弱さが指摘された報
告であった。2件目は中国政府が
進めている、西部地域（四川省他
12の省等）へ経済建設の重心を移
す政策とそれに伴う環境破壊の問
題の発表である。東部地域との経
済格差や貧困問題から環境が犠牲
とされていること、砂漠化・森林
破壊・表層土流出等の生態環境破
壊の深刻さなどが示された。
第20回日本環境会議は、4つの
分科会に分かれて発表と討論が行
われた。大会冒頭に「巨大技術・
社会制度としての化学物質」と題
した高知大学元学長の立川涼氏に
よる基調講演が行われた。立川氏
は、人工化学物質が生活の利便性
や快適性を増し安全性さえも高め
てきたこと、また、ダイオキシン、
フロン、PCBを例にとった安全の
概念などについて論じたうえで、
漓大量生産・消費・廃棄といった
20世紀モデルの延長でない、新た
な経済社会システムやライフスタ
イル・価値観が必要であること、
滷人工化学物質の総体は巨大技術
であり社会制度の一つと捉えるこ
とができるため、人工化学物質を
安全に使う技術が重要であるこ
と、などを主張した。
3日間にわたる両会合の議論を
総括して、最終日に「自然と人間
の共生関係の回復を目標とする」
とした松江大会宣言が採択され
た。また、宣言の中で、前回大会
で提起された「環境再生」の理念
が今後の日本およびアジアにおい
て重要になるとした。行政に対し
ては、NGOと協働して住民と事
業者の自発的な環境対策を促し、
法的な規制や税財政等による誘導
も行うことを求めた。
日本企業の生産拠点の移転が中
国へと進められる中、中国の環境
汚染は、日本と密接に関わる問題
として捉えて重要視していくべき
であろう。現在の人口規模や経済
活動の動向から見て、アジアが今
後の地球環境全体の将来を左右す
る重要な位置を占めるであろうこ
とが想像される。ODAを始めと
した国際協力活動等での大きな役
割を期待されているNGOだが、
本大会宣言中に示された「アジア
環境協力機構」という国際組織を
作ろうとする試みに、日本環境会
議の大いなる飛躍が期待される会
合であった。
環境分野
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膂内分泌かく乱物質の
発生源についての
研究成果
3月14日から3日間、第36回水
環境学会年会が岡山大学で開催さ
れた。発表件数は613件と昨年の
558件より大幅に増加し、過去最
大規模であった。近年の水環境問
題に対する研究者の関心の高まり
が伺える。
最近、本学会が注目している研
究分野として、内分泌かく乱物質
関連の研究が挙げられる。今回の
会合では、特定地域のサンプリン
グ分析、発生源物質の同定と特性
解析、環境への排出経路の解明、
影響評価モデルなど、約20件の
口頭発表があった。
特に注目された発表は、道路堆
積塵埃中等に存在する多環芳香族
炭化水素（PAHs）に関する研究
である。東京大学の古米教授らの
グループは、道路堆積物のPAH
の組成を分析し、その結果を発生
源として想定される、ディーゼル
エンジン排出物、ガソリンエンジ
ン排出物、タイヤ、舗装材に含ま
れるPAH組成と比較した。その
結果、道路堆積物中のPAH組成
は、ガソリンエンジン排出物とは
大きく異なり、舗装材およびディ
ーゼルエンジン排出物と類似して
いることが明らかとなった。これ
により、舗装材およびディーゼル
エンジン排出物が道路堆積物中の
PAHの主な発生源である可能性
が高いことが示された。今後はデ
ータのばらつきを考慮した解析を
実施する方針とのことであった。
この他、ビスフェノールA、ノ
ニルフェノール、ダイオキシンな
どの内分泌かく乱物質、あるいは、
女性ホルモンを対象物質とした研
究発表が多くなされた。研究対象
である微量化学物質の発生源は
徐々に明らかにされつつあると言
える。
横浜国立大学の中西教授らのグ
ループは、鶴見川で採取した水に
含まれているダイオキシン類の異
性体組成を測定し、発生源の解析
を行った。河川水と大気沈着物に
含まれる各種の異性体の組成を比
較したところ、非常に類似した傾
向が見られた。このことから、鶴
見川の河川水中のダイオキシンは
大気沈着物から流れ出たものであ
り、そもそもは廃棄物などの燃焼
に由来するダイオキシンと考えら
れる。ただし、一部の異性体につ
いては他の発生源（殺菌剤・防腐
剤に用いられているトリクロサン
の可能性）に由来することも示唆
された。
膀有機薄膜上で自己集合
により金属ナノワイヤ
ーの合成に成功
シカゴ大学のW. A. Lopesらは、
2段階自己集合プロセスで金属ナ
ノワイヤーの合成に成功した
（nature、2001年12月13日号）。
デバイスの高密度集積化が進む
中で、ナノメートル程度の寸法で
も動作可能な新しい概念の素子の
開発がいま世界中で精力的に進め
られている。例えば、電子1個で
スイッチのオン・オフを制御する
単電子素子や、有機分子を素子と
して用いる分子デバイスなどが提
案されているが、これら新しい概
念のナノ電子素子が実用化される
ためには、まだ多くの課題を解決
しなければならず、そのひとつの
大きな問題は、個々の素子を電気
的に連結する有効な技術がないこ
とであった。ナノワイヤーは、ナ
ノメートル程度の極微小な幅を持
ち、電気をよく通す材料で、ナノ
電子素子を実現するキー技術と考
えられている。
ナノワイヤーの合成方法として
は、有機分子膜の分子に走査トン
ネル顕微鏡の探針によって電圧パ
ルスを加え、分子がドミノ倒し的
に次々と化学結合して行く連鎖重
合反応を起こさせることでナノワ
イヤーを合成する方法が知られて
いる。
Lopesらの手法は、第1段階で、
有機成分の超薄膜であるポリスチ
レン（PS）・ポリメチルメタア
クリレート（PMMA）のブロック
共重合体を用いて、相分離途上で
PMMAとPSの縞状のドメインが
交互に現れる規則的な構造を自発
的に形成させ、第2段階では、無
機成分である金属原子が、膜表面
のぬれ方の違いにより構造に沿っ
て選択的に凝集させた。この2段
階の自己集合手法により、金属ナ
ノ粒子の鎖、またはナノワイヤー
が形成されることを実証した。粒
子鎖ではトンネル効果による非線
形導電現象が観測されるが、ワイ
ヤーの場合、オーム則を満たし、
高い導電性が得られる。
ナノワイヤーの合成法は、科学
技術動向2001年11月号でも採り
上げたが、今回の方法は、有機物
質のつくる拘束空間に無機物質か
らなるナノ構造を大面積にわたっ
て自己集合させる方法の一つとし
て、興味深く、今後の進展が期待
される。
ナノテク・材料分野
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膀核融合研究の工業応用
科学技術を中心とした経済の活
性化が叫ばれ、研究開発の成果を
産業・企業体に結びつけていくこ
とが求められているなか、世界を
リードする研究水準にある核融合
研究の工業応用に関する動向を、
譛電力中央研究所の岡野邦彦氏が
次のように報告した。
3月26～29日、工学院大学で開
催された電気学会全国大会におい
て、「原子力・核融合における電
力技術の最前線」と題されたシン
ポジウムが開催された。このなか
で、核融合に関しては核融合研究
そのものの動向ではなく、核融合
研究で開発されてきた先端技術と
その他分野への応用に関しての講
演が行われた。核融合のように長
期にわたる開発においては、プロ
ジェクトの実現をめざすだけでな
く、その開発過程で得られた先端
技術を速やかに社会に還元してい
く努力が重要であり、その意味で
今回のような一般向けの講演会は
意義がある。講演は、磁場方式核
融合研究における先端技術（松田
慎三郎　原研・那珂研究所長）と
レーザー核融合研究における先端
技術（中塚正大　大阪大学教授）
の2件に分けて行われた。前者で
は超電導、高エネルギービーム、
材料加工などで新しい技術が開発
されている。いずれも次世代技術
のため工業応用で開花するには少
し熟成を要するが、ビーム工学な
どの一部技術ではすでに工業化の
動きがあることも紹介された。レ
ーザー核融合に関しては、レーザ
ー開発に伴って大型結晶生成、薄
膜生成、光学素子精密加工などの
工業技術が進展しており、これら
は既に工業化されているものが多
いという。将来、大出力レーザー
のコストダウンが可能となれば加
工などにも広く使われるようにな
り、工業的応用は大きく広がるこ
とも紹介された。
核融合技術は非常に広い範囲に
及ぶ上に、いずれも超最先端であ
るが、意外にその成果が他分野に
応用されていないように感じてい
た。今後は今回のシンポジウムの
ような他分野との情報交換の場を
増やし、技術移転を速やかに行え
る体制を確立していくことが重要
である。
膂日本原子力学会
2002年春の年会が
開催される
3月27日から3日間、日本原子
力学会2002年春の年会が神戸商
船大学で開催された。
総合報告として企画されたテー
マは、原子力による水素製造が2
件、革新的小型原子炉システムが
1件、ロシア余剰核兵器解体プル
トニウム処分が1件の合計4件で
あった。
原子力による水素製造は、電力
生産以外への原子力エネルギーの
利用として、大きな関心を集めて
いる。特に、高温ガス炉からの熱
と水だけで水素を製造するISプロ
セスは、化石燃料からの水素製造
と異なり、二酸化炭素を実質的に
排出しない。現在、日本原子力研
究所の高温工学実験炉（HTTR）
を用いた実証試験が計画されてい
る。この他、高速増殖炉を熱源と
した天然ガス（メタン）の低温水
蒸気改質反応による水素製造に関
する発表も見られた。今後は軽水
炉を熱源としうる水素製造サイク
ルや水素の貯蔵・輸送手段の開発
などが課題となろう。
革新的小型原子炉は、エネルギ
ー市場の自由化の進展が見込まれ
る中、初期コストが小さい点で注
目を集めている。また、受動的安
全機能が導入しやすい利点もあ
る。本年会では軽水炉、高速炉、
ガス炉など多様な炉型概念が紹介
された。
ロシア余剰核兵器解体プルトニ
ウム処分に関しては、核燃料サイ
クル開発機構が協力しているロシ
ア高速炉BN600を用いた燃焼処分
計画の概要と関連技術が紹介され
た。本計画では振動充填（バイパ
ック）法により、MOX燃料を製
造する。バイパック法は燃料製造
コストが低く、我が国の将来の
MOX燃料製造法としても有望で
ある。
一般口頭発表では、高エネルギ
ー加速器研究機構と日本原子力研
究所が共同で進めている大強度陽
子加速器プロジェクトの核変換実
験関連、小型炉や加速器駆動核変
換システムの冷却材候補である
鉛－ビスマスの特性についての発
表が注目された。
この他、ユニークな企画に、本
年会参加者が原子力委員会および
原子力安全委員会とそれぞれ交流
を図るセッションがあった。藤家
洋一原子力委員長は21世紀の原
子力開発理念、原研とサイクル機
構の統合問題、原子力の国際展開
について、松浦祥次郎原子力安全
委員長は原子力安全委員会の政策
目標、実施体制、この1年間の歩
みについて、それぞれ講演を行っ
た。これらのセッションは、両委
員会と学会の交流を深めるという
観点から大きな意義があり、継続
開催を期待したい。
エネルギー分野
科学技術トピックス
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膀印刷プロセスで製造で
きる有機薄膜トランジ
スタを開発
有機薄膜トランジスタは、シリ
コン等の無機半導体材料ではなく
導電性高分子などの有機材料を用
いた薄膜トランジスタで、柔軟性
が高いことから折り曲げ可能な紙
のような表示装置の実現に向けて
期待を集めている。しかしながら、
従来技術では有機薄膜トランジス
タの性能を向上させる為には微細
加工技術および真空プロセスを適
用する必要があった。
独立行政法人産業技術総合研究
所（産総研）は、常温・常圧で印
刷法により簡便に高性能有機薄膜
トランジスタを製造できる方法を
開発したと発表した。即ち、溶媒
に可溶なポリチオフェンという有
機半導体材料を用い、トランジス
タ構造を通常の同一平面状に電極
を設ける構造ではなく立体的に斜
めに電極を配置する構造とするこ
とにより、印刷法で電極間の距離
0.5μm（従来は10μm程度）を
実現し、1V以下の低電圧で駆動
する高性能薄膜トランジスタを開
発した。産総研は、本方法によれ
ば微細加工技術を用いることなく
常温・常圧下で簡便に製造出来る
ので、集積回路製造プロセスの大
幅な簡素化、製造コストの低減化
が可能になるとしている。
今後、動作安定化、集積回路化
などの検討が必要となるが、印刷
技術を利用できる簡便な有機薄膜
トランジスタ製造法としてこれか
らの展開が注目される。
会合をもつ他に、勉強会や地元自
治体の防災担当者も交えた検討会
を開催するなどして、精力的な調
査・検討作業を続けている。また、
富士山の噴火履歴調査が遅れてい
たことを重く見て、マップ作成に
必要な基礎データを緊急に得るた
めの野外地質調査や古文書調査も
並行して行われつつあり、北東山
麓で新たな火砕流堆積物が確認さ
れるなどの大きな成果が得られつ
つある。
これらの検討作業は2002年度
一杯まで続けられ、2003年度初
めには富士山の最初の火山ハザー
ドマップが公表される予定であ
る。また、マップ作成と並行して
噴火シナリオ・防災ガイドライン
の作成や被害想定も進められつつ
ある。
（静岡大学教育学部 小山 眞人氏）
膀富士山の火山ハザード
マップ作成の経緯と現状
富士山は、過去2000年間に数
十回の噴火を繰り返した証拠があ
り、今後も確実に噴火を繰り返す
であろう活火山として、30年ほど
前から気象庁のリストに掲載され
てきた。ところが、目立った地熱
活動がないことや火山下の地震活
動も低調であることから、機器観
測はおろか噴火履歴調査について
も限られたものしか行われてこな
かった。山体が大きいことや、五
合目より上では地形や気象条件が
厳しいことも、調査・観測の妨げ
となっていた。
そんな折り、富士山の地下深部
（10～20km程度）で起きる低周
波地震（通常の地震よりもゆっく
りした揺れが卓越し、マグマ活動
が発生源とみられている小地震）
が、2000年秋～冬と2001年初夏
の2回にわたって急増し、富士山
下のマグマが依然として生きてい
ることが如実に示されたため、大
きな関心を呼んだ。
これまで日本の火山ハザードマ
ップは、地元自治体（あるいは自
治体の連合組織）が主体となって
作成されるのが普通であった。と
ころが、富士山の場合は注目度が
高く首都圏にも近いせいか、国
（内閣府、国土交通省、総務省消
防庁）が舵取りをする形で、行政
官と学識経験者からなる富士山ハ
ザードマップ検討委員会が2001
年7月から活動を開始した。検討
委員会の下には、マップそのもの
を検討・作成する基図部会と、マ
ップを実際に防災対策に役立てる
方法を検討する活用部会が組織さ
れ、それぞれが月1度程度の正式
製造技術分野
社会基盤分野
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膀自律走行型海中ロボッ
ト（AUV）がデモン
ストレーション航行
自律型海中ロボット（AUV）
については、科学技術動向2001
年4月号で「次世代海洋探査機の
技術課題」の中で紹介している。
その最近の動向について、東京大
学生産技術研究所　藤井輝夫氏か
ら以下の報告があった。
自律型海中ロボット（AUV）の
特徴は、索を持たないために自由
に泳ぎまわれる点にあるので、極
地等における氷海下の観測プラッ
トフォームとして期待されてい
る。今回は国立極地研究所、オホ
ーツク流氷科学研究所、KDDI研
究所、三井造船㈱、国際ケーブル
シップ㈱の共同研究チームが、氷
海域におけるAUVの可能性を示
す目的で、北海道紋別市にあるオ
ホーツクタワー周辺海域におい
て、KDD I 所有の「AQUA
EXPLORER II」を航行させ、そ
の安定した航行可能性と信頼性を
アピールした。
これまで、氷海下の観測に関し
ては手段が限られてきたため、広
範囲に渡る連続的なデータを得る
ことは困難であったが、こうした
観測プラットフォームを用いるこ
とによって、例えば氷厚の連続測
定や微量金属元素等、海水の化学
的組成などの観測が期待できる。
このことは、地球環境をとらえる
上で重要な要素である極地ならび
に氷海域における環境変動メカニ
ズムの理解をより一層進めること
に大きく貢献するものである。ロ
ボットを用いる観測技術は、船舶
や人工衛星等を用いる現存の技術
では網羅できない、きめの細かい
観測データを与えるものであり、
今後は極地や深海など、さらに環
境条件の厳しい領域に、活躍の場
を広げるべく、技術開発を進める
ことが重要である。
膂地球下部マントル中
には大量の「水」が
含まれる
東京工業大学　村上元彦他は、
Science（Vol.295，Page1885～
1887 2002年3月8日）に初期地
球に存在した水の一部は下部マン
トル中に形を変えて含まれている
と発表した。
現在の地球生成モデルでは、初
期地球は重量比で約2％の水を有
していたと考えられているが、現
在の海洋の重量は地球の約0.02％
に過ぎない。このため、水の大部
分は地球から散逸したか、地球内
部に保持されていると考えられて
いる。
そこで、下部マントルの構成鉱
物を高圧発生装置で合成し、その
水分量を二次イオン質量分析計で
測定した。その結果、MgSiO3に
富むペロブスカイトとマグネシ
オ・ウスタイトは約0.2重量％の
水を、CaSiO3に富むペロブスカイ
トは0.4重量％の水を含むことが
判明した。これは、試料表面や微
小割れ目に存在するものではない
ことを確認しており、結晶内部に
含まれるものである。
また、合成した鉱物の単結晶を
用いた赤外線分光測定でもOH基
の存在が確認された。この測定か
ら推定される水分量は、Mg‐ペ
ロブスカイトで0.1重量％、マグ
ネシオ・ウスタイトで0.2重量％
であり、二次イオン質量分析計の
測定結果に類似する。
これらの結果から、下部マント
ルは0.2％程度の水を含む可能性
があり、下部マントル全体で同じ
割合で水が含まれているとする
と、全海洋の約5倍の水を持つこ
とが明らかになった。
結晶内部に水が存在すると鉱物
の強度が減少する。また、水は沈み
込むプレートによってもたらされる
可能性があるほか、外核からもたら
されたと考えられる。従って、下部
マントルでは、沈み込むプレートや
マントル底部で物質の移動が生じて
いる可能性が考えられる。
フロンティア分野
《お知らせ》
科学技術動向2002年3月号の科学トピックス「中国がイ
ネゲノムのドラフト配列を公開」の筆者、かずさDNA研究
所　柴田大輔氏より一部の記述につきまして以下の通り修
正するとのご連絡がありました。
修正の内容（２）中国がイネゲノムのドラフト配列を公開
原文：本文第3文節の12行から17行まで
2002年2月12日の時点で、全体の26％（120Mb）の配
列が公開されている。
http://rgp.dna.affrc.go.jp/cgi-bin/statusdb/status.pl
修正文：左記箇所を以下の通り修正
農林水産省の貢献度は大きく、Rice Genome Research
Program（RGP）からは、2002年2月12日の時点で、
全体の28％（120Mb）の配列が公開されている。
http://rgp.dna.affrc.go.jp/cgi-bin/statusdb/status.pl
また、International Rice Genome Sequencing Project
全体では、56％（239.3Mb）が公開されている。
http://rgp.dna.affrc.go.jp/cgi-bin/statusdb/seqcollab.pl
